
◆第１回

日時 平成２９年６月２３日（金）　午後３：３０～５：００ 場所：ぎふメディアコスモス

テーマ 相談支援の連携について（医療関係）

参加 医療機関７か所、相談支援事業所等２３か所　合計３７名

議事内容

成果

◆第２回

日時 平成２９年７月２０日（木）　午後３：３０～５：００ 場所：市役所４－１会議室　

テーマ 障がい者の孤立化防止について

参加

議事内容

成果

◆第３回

日時 平成２９年８月２２日（火）　午後３：３０～５：００

テーマ

参加

議事内容

成果

平成26年度から協議を重ね、アンケート調査を経て、相談希望者へのアウトリーチを実施している。アン
ケート調査に返信のなかった方や、障がい福祉サービスの利用がなく、特に孤立化のリスクが高い方への
対応方法について協議した。

再度アンケートを送付することとし、その様式は以前送付した物を簡素化し、具体例を示すなど案が示され
た。またアンケート回収後は関係機関と同行訪問等行えるよう、連携体制を取って対応していくことを確認
した。（9月6日178名にアンケート再送付。9月末までに回収予定。）

医療機関と相談支援事業所が相互の役割等理解が深まった。障がい者に対して医療と障害福祉サービ
スを組み合わせて、支援していくことが重要であり、そのためにも情報共有していくことが必要であることを
確認した。出席医療機関の相談窓口問い合わせ一覧を作成し、後日出席者に配布した。

保育所と障害児通所支援事業との連携

関係機関８か所、相談支援事業所等１４か所　合計２２名

児童発達支援と保育所等を併用する幼児が増加しており、お互いに連携して支援することが大切になって
きている。特別な配慮と支援を要する幼児への支援について、児童発達支援事業所・センター、相談支援
専門員と保育所が、それぞれの役割を確認するとともに支援の連携等を検討した。

子どもや保護者の支援を行う中で、各機関が連携することの大切さを改めて認識できた。各機関の役割な
どをまず知り、顔の見える関係づくりを通して、今後のより良い支援につなげていく大切さを確認しあうこと
ができた。

場所：市役所　八ツ寺別館　２－A会議室

平成２９年度　岐阜市障害者総合支援協議会（専門部会）実施報告

障害児通所支援事業所１０か所、障害児相談支援事業所１２か所、子ども保育課・岐阜市立保育所、子ど
も・若者総合支援センター　合計６２名

昨年度までの専門部会等の取り組みで医療機関と連携を図りたいという地域課題が抽出されていた。医
療機関の相談先となる医療ソーシャルワーカーや精神保健福祉士と相談支援専門員が話す機会を持ち、
顔の見える関係をつくることを目的として専門部会を開催。医療機関の現状や取り組み等、相談支援専門
員の役割、現状や介護保険制度との違い等について相互の理解を深め、連携の必要性について意見交
換をした。

資料２－２ 



◆第４回

日時

テーマ 相談支援体制について

参加

議事内容

成果

◆第５回

日時 平成２９年９月１５日（金）　午後３：３０～５：００ 場所：市役所　八ツ寺別館　２－A会議室

テーマ

参加

研修内容

◆第６回

日時 平成２９年１０月２５日（水）午後１：３０～３：３０ 場所：西部コミュニティセンター

テーマ 岐阜市就労支援事業所説明会

参加

議事内容

成果

高次脳機能障害についての概要や支援方法などを講義形式で講演を聞くほか、参加者が高次脳機能障
害のある人の疑似体験をしたり、支援方法の寸劇の映像を見たりして、理解を深め、具体的な対応につい
て学んだ。支援経験のない参加者からも「障がいについて理解が進んだ。具体的な対応が、とても参考に
なった」などの感想が多く寄せられた。

　岐阜市在住の特別支援学校高等部１年生とその保護者が、実習に出る前に障害福祉サービスの就労
支援事業所やその支援内容を知り、親子で今後の実習や就労についての意識を高めることができた。ま
た、「岐阜市就労支援事業所一覧」について事業所情報をとりまとめ、平成２９年８月に改訂して市ホーム
ページに掲載した。

相談には生活、就労、経済、医療など様々な内容の相談があり、さらには障がい種別によっても支援方法
が大きく変わるなど相談が複雑化している現状がある。さらには学校卒業後や介護保険への移行などライ
フステージごとの移り変わりのタイミングではより関係機関が連携を取りやすい環境が必要になっている。
そのような多岐に渡る相談に対して、現在の相談支援体制の良い点や問題点、改善策などの意見が出さ
れ、本人や家族だけでなく地域や他分野の関係機関が相談しやすい体制について考える良い機会となっ
た。

関係機関１４か所、相談支援事業所等１８か所　市関係機関２か所　合計４１名

平成２９年９月４日（月）　午後３：３０～５：００ 場所：市役所　大会議室

岐阜市在住の特別支援学校高等部１年生（３５人）とその保護者（３０人）
岐阜市内の就労移行支援事業所（８か所）、就労継続支援A型事業所（１１か所）、就労継続支援B型事業
所（１８か所）
相談支援事業所（２か所）、岐阜市障害者生活支援センター

　特別支援学校（６校）の協力を得て、市内の就労移行支援事業所、就労継続支援A型事業所、就労継続
支援B型事業所が、それぞれ役割分担をして開催した。生徒・保護者が興味のある就労支援事業所の
ブースをまわり、個別で事業所について説明を聞ける場を提供した。相談コーナーでは、委託相談支援事
業所が福祉サービス等の説明を行った。今年度から自助具の展示コーナーを設け、岐阜市障害者生活支
援センターが紹介した。

講師：名古屋市総合リハビリテーションセンター　高次脳機能障害支援部　支援コーディネーター
　　　　川嶋　陽平　氏

障がい福祉サービス等事業所２２か所、相談支援事業所等１５か所、地域包括支援センター、障がい者就
業・生活支援センター　合計５３名

研修会「高次脳機能障がいのある人への支援について」

各関係機関等に相談支援事業所等の役割を再確認してもらった上で、グループワークにより各関係機関
から市・委託・特定相談支援事業所の相談支援体制について意見をもらい、障害のある方やその家族に
とって相談しやすい仕組みのあり方等を協議した。



◆第７回

日時 平成２９年１２月４日（月）午後３：３０～５：００ 場所：市役所　大会議室

テーマ 相談支援の連携について～介護関係～

参加

議事内容

成果

◆第８回

日時 平成２９年１２月２６日（火）午後３：００～５：００ 場所：市役所　大会議室

テーマ 障がい者虐待防止について

参加

議事内容

成果

◆第９回

日時 平成３０年１月２２日（月）午後３：３０～５：００ 場所：市役所　大会議室

テーマ 医療的ケア児に対する連携体制づくりについて

参加

議事内容

成果

地域包括支援センター１６か所
相談支援事業所等１３か所　　　合計３３人

　介護保険制度や６５歳以上の高齢者に関する相談先である地域包括支援センターの職員と話す機会を
持ち、顔の見える関係を作ることを目的として開催した。介護保険サービスと地域包括支援センターの役
割、障害福祉サービスと相談支援専門員の役割等、相互の理解を深め、連携の必要性について意見交
換をした。
　制度や役割について相互理解を深め、受け持っているケースを通して意見交流をすることができた。利
用者が６５歳になり障害福祉サービスから介護保険サービスに移行する際、トラブルにならないよう関係
機関が連携して支援していく必要性を確認した。障がい特性に合わせて、支援の専門性を引き継ぐことも
重要であり、利用者が６３～６４歳のころから相談支援専門員と地域包括支援センター等で情報交換や同
行訪問を繰り返していくことの重要性等について話をすることができた。

　障がい者虐待の未然防止や早期発見、迅速な対応を図るため、関係機関の役割について再確認し、今
後の連携強化について協議した。あわせてより実践的な連携等をイメージする目的で、岐阜市障がい者
虐待事例集の一事例をもとにグループワークを実践した。

関係機関（岐阜県権利擁護センター、弁護士会、岐阜市社会福祉協議会、地域包括支援センター、警察
署生活安全課、身体障害者相談員、知的障害者相談員、岐阜県医療ソーシャルワーカー協会、岐阜市立
第二恵光、岐阜市立第三恵光、岐阜県福祉事業団）　　計１１人
岐阜市内の特定相談支援事業所、委託相談支援事業所の相談支援専門員等　　計１５人
市役所関係課（子ども・若者総合支援センター、岐阜市保健所地域保健課）　　計３人　　　　合計２９人

　各機関・団体での障がい者虐待に対する役割や対応の現状について情報交換し、虐待事案では特に関
係機関が情報共有を密におこなう必要があり、今後も引き続き関係機関で虐待の未然防止等に取り組
み、連携を強化していくことを確認した。後半のグループワークでは実際にあった事例を用い、各関係機関
の役割を実践場面から確認することができた。さらに事例にとらわれず、どのような場面であれば協力が
得られるのかなど、より具体的な意見交換を行うことができた。

障害児通所支援事業所・障害福祉サービス事業者（短期入所）　１４か所
一般・特定・障害児相談支援事業者等　１５か所
関係機関、市役所関係課　１８か所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計５１人

　医療的ケア児の支援を実施している事業所や機関が少なく、十分に支援を受けられない、一部の支援
者に負担が集中しているなどの現状がある。医療的ケア児が必要な支援を円滑に受けることができるよ
う、医療的ケア児の状況や必要な支援について知り、各機関が自分たちにできることから支援を行い、支
援の輪を広げ、関係機関の連携体制を整えるために協議した。

　保健・医療・福祉・教育の分野から関係者や事業所が参加し、それぞれの支援状況等を話し、些細なこ
とでも支援できることから取り組むことの大切さを共有した。今後も医療的ケア児への支援体制・連絡体制
について協議が継続できるとよい。



◆第１０回

日時 平成３０年１月２９日（水）午後３：３０～午後５：００ 場所：市役所　４－１会議室

テーマ 精神障がい者の地域支援体制について

参加

議事内容

成果

◆理解啓発パンフレット配布状況（配布約3,000部）

学校関係

関係機関

支援者関係

当事者団体

市民向け 障がい福祉課窓口、障害者生活支援センター窓口、コミュニティセンター、公民館、ぎふメディアコスモス

市役所内

◆サポートブック配布状況（約700部）

学校関係

支援者関係

保護者関係

※広報ぎふ6月1日号、岐阜市咲楽7月号に掲載

障害者施策推進協議会、障害者総合支援協議会、人権啓発センター、各事務所

特別支援教育コーディネーター研修会、通級指導教室担当教員研修会等

児童発達支援事業所、サービス提供事業所説明会、就学に関する学習会（保育士・支援者向け）等

就学相談会、各特別支援学校の市役所訪問や学校訪問時、就学に関する学習会（保護者向け）、
障がい福祉課、子ども・若者総合支援センター（エールぎふ）、市民健康センター窓口での配布等

小・中学校、特別支援学校

地域包括支援センター、ハローワーク、岐阜労働局、警察署、裁判所、商工会議所、社会福祉協議会、公
立病院

相談支援専門員、身体障害者相談員、知的障害者相談員、民生・児童委員

各障がい者団体等、障がい者芸術祭

関係機関（公共職業安定所、薬剤師会、岐阜県精神保健福祉士協会、岐阜市あけぼの会、地域包括支
援センター、地域活動支援センター（３か所）、障がい者就業・生活支援センター（２か所））　　計１０人
岐阜市内の精神科病院及びデイケアを実施している診療所　　計６人
市役所関係課（生活福祉一課・二課、市民健康センター）　　計６人　　　　　　　　　　　合計２２人

　精神障がい者にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けて、まずは各関係機関や精神科医療機
関等に地域包括ケアシステムを理解していただき、グループワークでそれぞれの担っている役割や支援
等を確認し合い、今後の連携方法について協議した。

　地域保健課より精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムについて概要として医療、福祉、介護等
が包括的に地域で支援することが求められていることを説明し理解していただいた。　各関係機関から現
在行っている支援等を聞くことで役割の確認を行うことができた。なお、後半にはグループワークを実施
し、地域包括ケアシステムの中でそれぞれの機関がどのような役割を果たすことが可能かを話し合い、具
体的に意見交換を行うことができた。


